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議案第１号　我孫子市自立支援協議会について

　自立支援協議会は障害者総合支援法に基づき設置し、地域の課題を協議する場である。なお、運営方法や内容は自治体によって特色があり、我孫子市においては、障害福祉に関する地域の関係機関によるネットワーク構築に関すること、相談支援事業所等の支援体制の確立およびケアマネジメント技術の向上に関すること、困難事例の現状や課題に関する情報共有・自立支援に係る情報交換に関すること、その他障害者等の支援に関することを協議事項としている。
　近年の大きな動向としては、令和６年度に障害者総合支援法の改正があり、その中で自立支援協議会に関する内容についても一部改正があった。主な改正点は３点である。１点目は、協議会を通じた「地域づくり」にとって「個別事例から地域課題の抽出」の取り組みが重要であることが示された点である。協議会の中で個別事例の検討を行うことを通じて、そこから地域における課題を共有し、その上で地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うという流れが明確に示された。２点目は、協議会は地域の関係機関等に対し情報提供や意見表明等の協力を求めることができること、また、協力を求められた関係機関等は、求めに応じるよう努める旨が規定された点である。３点目は、個別事例に基づく地域の支援体制の検討を明確化したことに伴い、協議会関係者に対し守秘義務が課された点である。
　こうした法律の改正を受けて国が示したガイドラインにおいては、地域における障害者等の相談支援の個別事例を通じて明らかになった地域課題を共有し、その課題を踏まえて地域のサービス基盤の整備を着実に進めることが自立支援協議会の役割とされている。そのためには、地域の関係者の協働による事務局会議の機能向上や、専門部会や関係機関と本部会が連動する仕組み作りを行うことで、協議会の活性化を図る必要があるとされている。そのため我孫子市においても、この後説明する４つの専門部会と本部会が連動する仕組み作りに力を入れていきたいと考えている。
　続いて、我孫子市自立支援協議会の体制について説明する。まず、全体会としての本部会の下に、相談支援部会、権利擁護部会、就労支援部会、くらし部会という４つの専門部会を設置している。また、療育・教育システム連絡会および福祉施設連絡会を連携機関としている。その他、市内の相談支援事業所の報告会や連絡会、基幹相談支援センターや地域住民、市内の福祉サービス事業所等と連携しながら協議を行っている。
　本部会では、障害者プランに関することや地域生活支援拠点等の整備、市の障害福祉施策に関することなどを協議している。相談支援部会では、精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム構築に関することや市の相談支援体制に関することの協議、また事例検討などを行っている。権利擁護部会では、虐待通報ケースの事例検討や終結審査、また障害者差別解消法に関することを協議している。就労支援部会では、チャレンジドオフィスに関する協議や各種テーマ別研修を実施している。くらし部会では、市のサービス提供体制や日中サービス支援型共同生活援助に関する協議を行っている。
　以上のように、自立支援協議会に求められる役割は大きく、地域の福祉の向上のためにより有効な場にしていく必要がある。委員の皆様には、地域の福祉のためにぜひご協力をお願いしたい。

（会長）
　質問や意見等はあるか。本部会は上位に位置づけられる部会であるため、地域福祉の向上に向けて話し合いを進めていく必要がある。特に質問等はないようなので、次の議題に移る。


議案第２号　国の基本指針について

本題に入る前に、今年度策定する障害者プランの位置づけについて説明する。各法令にて、市町村が定めなければならないとされている計画が大きく分けて２つある。障害者基本法に基づく「市町村障害者計画」と、障害者支援法に基づく「市町村障害福祉計画」である。我孫子市においては、それらをあわせて「我孫子市障害者プラン」として一体的に定めている。現行の第４期我孫子市障害者プランの計画期間が今年度までであることから、来年度からの３か年を計画期間とする第５期我孫子市障害者プランを今年度策定していく。
　障害者総合支援法において、障害者福祉計画を定めるときには協議会の意見を聴くように努めなければならないとされていることから、この協議会の場で協議し、皆さまのご意見を頂戴しながら定めていくこととなる。
　それでは、議案第１号の本題に入る。
計画の策定にあたっては、策定の時期に先立って国が告示する基本的な指針の内容を踏まえて策定していくため、まずは今回３月３１日に告示された国の基本的な指針の概要について説明する。
基本指針の主な見直し事項は１６項目ある。
全体として、様々なニーズに対応できる人材の確保・育成や、各分野や地域との連携の必要性が言われているように捉えられる。
　人材の確保・育成については、主に⑥の「障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための生産性の向上」に記載されているが、その他の項目においても、例えば①の「入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援」においては、地域生活への移行として医療的ケアを必要とする方や強度行動障害のある方でも希望する地域生活が可能となるような支援体制の確保が言われている。⑧の「きめ細かい地域ニーズを踏まえた支援体制の整備」においては、意思疎通支援従事者の養成の重要性等が言われている。
　また、どの項目においても「連携」という言葉が度々出てくる。
　新たな項目としては、昨年度から新設された障害福祉サービスである就労選択支援に関する項目が③の「福祉施設から一般就労への移行等」に追加されたり、⑨として「高次脳機能障害に対する支援」が新たに明記された。また⑮の「スポーツ・健康増進活動による社会参加等の促進」では、これまでも文化芸術活動における社会参加の支援は言われていたが、今回新たにスポーツを通じた社会参加が明記された。
　こうした国による基本指針の内容や県・近隣自治体の動向を踏まえながら策定していく。なお、基本指針のうち児童に関わる部分は、別途子ども総合計画において定めることとなる。

（会長）
　質問や意見等はあるか。特に質問等はないようなので、次の議題に移る。


議案第３号　第５期障害者プランの策定スケジュールについて

　続いて、今年度の大まかな策定スケジュールについて説明する。
　現在６月で、今年度第１回目の自立支援協議会を開催しているところである。
　この後は、障害者プランの策定のための基礎調査として６月から７月に市民アンケートを実施する。
そして次回８月の協議会では、アンケートの集計結果や次期障害者プランの構成について説明する。続いて１０月の協議会では、障害者プランの素案や重点項目についての意見交換を行い、１２月に次期障害者プラン案の協議、２月に最終報告を行う予定である。
　これと並行して、現行の第４期障害者プランの検証や関係課との協議を行い、年明けにはパブリックコメントを実施し市民からの幅広い意見も取り入れながら策定していく。

（会長）
質問や意見等はあるか。特に質問等はないようなので、次の議題に移る。

議案第４号　障害者プラン策定に係る実態調査について

障害者プラン策定に先立ち、基礎調査のための市民アンケートを実施する。前回策定した時と同様、市民１,０００名と事業所、関係団体に対してそれぞれアンケートを実施する。この協議会終了後、まもなくアンケートを送付するため、本日この場でアンケートの内容について意見を伺いたい。
　なお、市民アンケートの対象者１０００名は、我孫子市において障害者手帳を所持している方１,０００名を無作為で抽出し、無記名で実施する。オンライン、郵送のいずれでも回答が可能な形とする。
　　まず、市民アンケートの内容や構成について説明する。
大問１は送付する宛名の障害者ご本人に関する内容であり、アンケート記入者や本人の年齢、性別、障害内容等の基本的な情報を伺う。
　また、大問２では、現在の住まいや今後希望する住まいについて、大問３では日中の過ごし方について伺う。大問３までは基本的に前回調査時と同様の内容だが、国の指針にもある社会参加に関する項目を追加した。
　さらに、国の指針や近年の動向を受け今回から新たに大問４、大問５を追加した。大問４は、相談支援体制や権利擁護、緊急時の対応に係る内容となっており、障害者総合支援法の改正等において強化すべき事項とされている、基幹相談支援センターや地域生活支援拠点を想定した内容である。
大問５は情報の取得利用に係る内容とした。大問６以降は、前回調査時と同様の内容となっており、大問６では障害福祉サービスの満足度と必要とされるサービスについて、大問７では我孫子市の施策の満足度を伺う内容となっている。
　続いて、事業所用アンケートについて説明する。アンケートは市内の指定を受けている事業所へ配布し、各事業所の現状や課題を把握する。問３の（２）、（３）として、人材の確保についてより詳細に問う内容を追加した。また、国の指針にもある災害時の対応に関する質問を新たに追加した。
　続いて、関係団体用アンケートについて説明する。アンケートは市内に拠点を置いている障害福祉関係団体へ送付し、各団体の活動内容や市民からの相談内容、各団体の活動の中で思っていること等を聞き、ニーズを抽出するような内容となる。前回からの変更点として、問６の我孫子市障害者支援の各施策の満足度に続く質問として、力を入れるべき情報取得に関する質問を追加した。
　最後に、市民アンケート１,０００名の送付内訳について説明する。まず、身体、療育、精神の３障害の手帳所持者へ各々同数程度配布する。さらにその中で、各手帳所持者の内訳として等級別、身体障害については、等級に加えて障害部位別で各々の手帳所持者数の比率と同率の配布数を設定している。
年代についても、０歳から６４歳までと、介護保険該当となる６５歳以上で区切り、比率に応じて配布する。ただし、身体障害に関しては６５歳以上の所持者数が非常に多いため、所持者数の比率と同率とすると年代で偏りが出てしまう。そこで、０歳から６４歳までの年齢６５歳分と、６５歳から平均寿命である８５歳までの年齢２１歳分を３対１の比率で身体障害に関しては配布を行う。６５歳以上の方は基本的には高齢者支援課での計画が別途あるため、障害者プランにおいてはその年齢に達する前の支援を中心に組み立てていきたいと考えている。

（会長）
　質問や意見等はあるか。

（委員）
　当事者向けアンケートに追加された大問３において、希望する社会参加の選択肢として趣味や学習活動、ボランティア活動、地域の活動等があるが、就労に関する文言も社会参加として含めても良いのではないか。社会参加としての項目としてスポーツと同様に軽作業を含めた就労というのも取り入れるべきではないか。

（事務局）
　国の基本指針の見直しによって、「スポーツ・健康増進活動による社会参加等の促進」が加わり、今回の記載内容となった。社会参加として日中の就労についても追加するかどうかは検討する。

（会長）
　他に質問等はあるか。

（委員）
　療育手帳所持者が最も一人でアンケートを回答するのが難しいと思われる。児童は保護者と一緒に回答することは可能であるが、成人している方で親御さんが近隣に住んでいない場合等にアンケートの回答依頼が来た場合、詳細に関する説明が必要となる。療育手帳所持者がアンケートを回答しやすくなる工夫はしているか。

（委員）
　自分では回答が困難な場合、親御さんや支援者が回答することが多い。この場合に、本人の意思が反映されているかが不安に思う。後見人をしている中で、我慢して生きていると感じる方も多くいた。本当の意味での生き方、本音を引き出すようなアンケートと考えると、非常に難しいと感じた。

（委員）
　以前家族宛にアンケートが来たことがある。その際は本人に代わりアンケートを回答したが、家族の立場でも悩む設問も多かった。これを本人が回答するとなると、より悩んでしまうと思う。
　確かに、意思決定支援があるため本人が回答することが一番であることは理解できるが、本人の能力に対してのアンケート内容となると難しいと感じる。家族が本人の代弁者となり、家族の立場からでも回答を得られれば反映されると思う。

（事務局）
　当事者の気持ちを知るのは難しいが、障害者施策に落とし込むためにアンケートを実施して意見を伺いたい。例えば、グループホームが少ない、日中活動の場を増やしてほしい、就労先を増やしてほしいといったように本人の意見も考慮したいが、施策に落とし込みたいのが現状である。そのための工夫として、宛名本人、家族、相談員といったように誰が回答するかを明記してもらう。回答者を把握した上で、アンケートに落とし込みたい。

（委員）
　障害によってアンケート内容に差をつけることはできないとなると、本人が回答できる部分も限られる。そのため、合理的配慮としてふりがなを付けるといったことをするのはどうか。湖北特別支援学校の生徒でふりがながあれば自分で読むことが出来る生徒もいた。なるべく本人が回答できるような配慮をした上で、追加で支援者がサポートをする方法が良いと考える。

（事務局）
　誰がアンケートを回答するかは、大問１の問１で設問を設けている。前回の調査時は療育手帳所持者による回答が最も多かった。回答者は本人が最も多く、次に家族という結果となった。
　また、本来であれば本人の意思決定支援として本人の意思を抽出ができるアンケートができると良いが、どの市町村も悩んでいるのではないか。そのため、市として回答者を踏まえた上で、どのような施策が必要かを考えていきたい。
　また、ふりがなについてはアンケートの最初に「障害の特性により、ふりがなのあるものや音声コードのあるものなどのご希望、またはご不明な点がございましたら、お問い合わせください」と記載している。あらかじめふりがなのある状態にすると、「自分は読むことが出来る」と主張する方もいるため一概に全てにふりがなをつけるのは難しい。これまでのアンケートにおいて、ふりがなのあるものにしてほしいといった要望は上がってきたことがないため、おそらく支援者等が読んで本人が回答する形が多いのではないか。今回はこのままの形で実施し、次回以降改善点等あれば意見を伺いたい。

（委員）
　アンケート用紙の「ご本人の意見を反映して」という文言に下線を引くなど目立つようにしてほしい。

（事務局）
　それについてはすぐに反映していきたい。

（委員）
　「ご本人の意見」ではなく、「意向」と表記する方が良いと思う。
　また、国が示す活動指標の中に⑨「障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実の生産性向上」が明記されている。実現できるかどうかはさておき、アンケートにICT機器の導入についても追記するのはどうか。

（事務局）
　障害福祉人材の確保や定着、ICT機器やシステムの進化等は、介護分野においても進んでいる。
　しかし、国の活動指標に明記されている⑨「障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上」は、都道府県の事業となる。質問事項が増えると回答されにくくなってしまうといったこともあるため、まずは市で行うべき事業について質問をしていきたい。

（委員）
　次回のアンケートに記載されると良い。

（事務局）
　国が示す活動指標の⑨「障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上」は、都道府県の事業となるが市ができないわけではない。一方で、他市では行わない事業を我孫子市だけが行うというのは難しい部分もある。可能であれば、県がまとめて差異の無いように全体的な底上げができると良い。
　また、ICT化についても介護分野において電子申請が進んでおり、障害分野においても県が現在取り組んでいるという話を聞いている。そのため、情報共有をしながら進めていく必要がある。

（委員）
　市民向けのアンケートの大問３の問１２のオンライン等による参加はどのようなことを指すのか。また、問１３において移動手段についての選択肢があると良い。
　さらに、大問４の問１７、１８において、成年後見制度について利用していないと回答する場合の理由について選択肢を設けて深堀り出来ると良いのではないか。そもそも必要と感じていないという選択肢を増やすことや、制度が難しくて理解できない、手続きが難しい、適切な後見人が見つからない等深堀りしたい。
　そして、大問５の問２２において、SNSやYouTubeから情報を得る人もいるため、SNSを選択肢に追加してほしい。インターネットは選択肢にあるが、最近はインターネットという言葉をあまり聞かず、SNSの方が馴染みがあるのではないか。

（事務局）
　問１２のオンライン等による参加は、eスポーツやゲームの中で人と関わるといったようなことを想定している。問１３については、選択肢のうちの「身近にあること」が距離的な意味も含まれる。必ずしも身近にある場所に参加したいかと考えると、そうではない可能性もあり、参加したい場所への移動が課題となっていることも考えられるため、選択肢に加えることを検討したい。
　さらに、問１７、１８の成年後見制度への深堀は、利用する必要があるが利用していない場合と、利用する必要がないため利用していない場合もある。その抽出が難しいため、今後のアンケートの課題としたい。
　そして、問２２のSNS等についてはインターネットに含まれるという認識であったが、文言を追記する。

（会長）
他に質問等はあるか。

（委員）
　アンケートを配布することについて、０歳から６４歳を無作為で抽出となるとライフステージによって問題となる箇所が変わってくる。無作為に選ぶことでの偏りはないのか。

（事務局）
　年齢の分け方は０歳から６４歳、６５歳以上としており、その中は無作為に抽出するが年齢による偏りは見受けられない。ある程度均等に抽出される。
　また、計画については子ども部門と分けて策定するため、成人についてはライフステージによる課題についても大きな違いはないと考えられる。

（委員）
　事業所用アンケートの大問４において、ボランティアや民生委員があるが、自治会は記載しなくてよいのか。また、地域連携の設問があると良い。例えば、グループホームと地域の方やボランティアとの関わりや、事業所が行っているゴミ拾いや地域との関わりが分かる項目があると良い。

（事務局）
　自治会について追記する。地域連携の設問を新設することについては検討する。

（委員）
　大問６の「市からどのような支援を希望するか」について、選択肢の１の施設・設備整備への支援に金銭面に含まれると思うが、ガイドヘルパー等のサービスについてはどの項目に含まれるか。

（事務局）
　ガイドヘルパー等の報酬単価について追記するかは検討する。大問７の障害者虐待についてはこのような内容でよいか。

（委員）
　選択肢９の「支援者が単独で支援する空間、時間の洗い出しと対策」はどのようなイメージか。事業所として非常に重要な問題である。この選択肢だけ内容が具体的な印象がある。

（委員）
　昨今の虐待等の事案を踏まえて、複数訪問の検討といったように対応に寄せた選択肢はどうか。

（事務局）
単独で支援する時間があるのはある程度はやむを得ないが、それに対して何らかの対策ができているか、記録を作成し確認できる状況を作るといった対策ができているかといった趣旨の選択肢に変更する。

（委員）
　カスタマーハラスメントへの対応の検討とするのはどうか。

（事務局）
　障害者虐待としての問いであり、カスタマーハラスメントは逆の視点の問題になってしまう。心に余裕がない時に虐待につながるため、一人での支援の際にどのような取り組みをしているかを問いたい。例えば、カメラの設置や支援体制の周知といったように、虐待が起きないようにどのような取り組みをしているかを知りたい。
　もし、カスタマーハラスメントについても記載するのであれば別で設問を作る必要がある。ここではあくまで国の基本指針にもある障害者虐待としての取組みを聞くために作成している。

（委員）
　相談する窓口を周知しているといった項目はあっても良いと思う。

（委員）
　虐待は単独や夜間に限らず、複数人での支援中や日中においても起こる可能性がある。虐待が起こり得る場面での対応というような記載とするのはどうか。

（事務局）
　市として虐待認定する際に複数人の証言が必要となる。一人の証言となると虐待認定しにくい。この選択肢のみ具体的で異質と感じるのであれば、設問について検討していく。

（会長）
　議案は以上となるが、事務局から連絡等はあるか。

（事務局）
　アンケートについて、今回の意見を元に再考して送付する。次回の本部会の際にアンケートの回収数を報告する。
　なお、今後の日程は次の通りとなる。
　第２回：令和８年８月２４日（月）　午後２時～午後４時
　第３回：令和８年１０月９日（金）　午後１時３０分～午後３時３０分
　第４回：令和８年１２月２４日（木）　午後２時～午後４時
　第５回：令和９年２月２２日（月）　午後２時～午後４時

（会長）
　以上をもって、令和8年度第1回我孫子市自立支援協議会本部会を閉会する。
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